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政 治 学 習 の 有 効 性 と 政 治 学 の 視 点
Effectiveness of Political Learning1 and Viewpoint of Political Science
１　はじめに
戦後の社会科における政治学習は，戦後の我が国が
新しい憲法のもとにスタートしたという特殊な歴史的
性格を担わされていたといえる。 昭和20 年代の社会
科では，日本国憲法の精神を生活の中に生かすことが
目標にされ，昭和30 年代以降においては， 概ね日本
国憲法の制度や機構に関する学習と共に，いわゆる広
義の憲法学習が政治学習の役割を担ってきたといって
よい。そこで は日本国憲法が民主主義 の象徴であり，
社会科政治学習では，憲法に関する知識・理解の普及
が同時に民主主義の理解につながることが期待されて
いたといえる。
しかしながら，戦後約半世紀を経た今日の社会を見
た場合，憲法的な知識・理解の枠組みのみでは把握す
ることのできない状況が現出している。例えば，国内
政治の動向は国内の利害調整だけでなく，国際政治の
動きと密接にリンケージするようになっ･てきている。
また，国内における政策選択の場面においては，政治
と経済の交錯現象が進むと同時に，政治過程における
種々の集団 の役割が大きくなっている。さらに，社会
問題の複雑化とマクロ化，国民 の福祉要求の増大など
の傾向は，政治への期待の増大につながる要因となっ
ている。
これらの今日の政治社会の特質を踏まえた時，これ
からの政治学習においては，少なくとも政治現象それ
自体を，動的に理解する能力の育成を重視する必要が
あると考える。そこで本稿では，第一に，いったん憲
法学習の枠組みから離れ九地点から，政治学習が今日
の社会で有効となるための必要な条件について考察し
た。第二に，政治的事象それ自体を学習対象にすると
いう観点から，政治学研究の動向の中で政治学習に生
かすことのできる点について，教材例も含めて検討し
た。
２　政治学習の有効性
(１) 現代の社会問題の特質と社会科学習の有効性
社会学の知見によると，現代社会における社会問題
の特質として，以下のような点が指摘されている1)。
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社会問題自体がマクロ化し，個々の問題連関が空間的 一
時間的に拡大していること，問題相互の機能連関が
多次元化していること，社会構成員すべてが加害者で
あり同時に被害者であるような問題め性格，加害行為
の分散と問題発生の迂回性，社会集団の分節化と利害
の多様化などである。これらの指摘を今日の環境問題
を例に考えると，環境問題の発生にかかわる因果関係
の多次元化，環境問題と他の社会的問題との機能連関
の複雑化，環境問題に関する加害・被害関係の錯綜化
及びこれに伴う責任・義務意識の拡散などを指摘する
ことができよう。
この環境問題に代表される新しい性格の社会問題に
対して，社会科がどのように対応してきたかというと，
教科書記述をみる限りでは，問題の紹介と用語の追加
が主に行われてきたといえる。例えば, 1970 年代以降
の環境問題に関して，高校「現代社会」の教科書には。
「公害対策基本法」「環境アセスメント」「汚染者負
担の原則」などが頻出事項となった。授業では，これ
らの用語の意味と意義について一通り学習が行われる。
しか七ながら，これらの事項はそれ自体非常に専門的
な内容を含むため，学習では用語の表面的な意味の理
解にとどまる場合が多いと思われる。
それでは，学習で得たこのような知識は，子供の将
来の社会生活においてどのように生かされるのだろう
か。例えば，上記の「環境アセスメント」については，
これを条例化する自治体が増えているが，自治体行政
の側からすると次のような現状が指摘されている。つ
まり，環境アセスメント自体一般市民には専門的であ
るため，市民は「ただ単に反対意見や思い付きを表明
するにとどまっでしまう傾向がみられる」との指摘で
ある2）。
この例にみられるように，社会問題自体が複雑化し
ている今日の社会において，社会的事象を正確に認識・
理解するためには，非常に高度の専門性が要求される。
また，社会の選択につながる政策の選択・評価につい
ても，専門的な知識を必要とする。今日，政策形成過
程における市民 の参加を重視し，これを制度化する自
治体が見られるようになっている。　しかし社会につい
－ １－
ての専門的知識や能力が不十分な所で，社会の運営に
参加し影響力を行使していくことは，ともすれば非合
理的な社会選択につながる危険性を持っているといえ
よう。
これらのことは，社会に関する知識が高度に専門化
している今日の社会で，社会生活の主体である市民に，
どのような能力と資質が求められるのかという新たな
問題を提起している。社会科の問題として捉えると，
複雑化・高度化した今日の社会的事象や社会問題の，
どの部分をどこまで扱うことができるのか，そしてま
た，社会生活で有効となる能力の形成に，どこまで社
会科がかかわることができるのかが問われているとい
えよう。
（２） 今日の政治社会の特質と政治学習の有効性
次に，この点を政治学習の有効性について，今日の
政治社会の動向とのかかわりから考察してみたい。
第一は民主主義の視点である。戦後の社会科におけ
る政治学習は，「民主主義の本質」の理解を目標の一
つに掲げてきた。民主主義に関する学習が約半世紀近
く行われてきた今日，これらの学習が，社会生活にお
ける民主主義の定着にどの程度貢献してきたか，検討
されてよい時期にあると考える。
我が国の民主主義の現状については，次のような二
つの指摘がある。一つは肯定的な評価で，「そのスタ
イルは，契約と義務がずっと明示的であるロック流の
民主主義と必ずしも明確に調和するものでない」 が，
「日本の民主政治は，最高点の民主主義と最低点の民
主主義との中間よりやや上に位置している」との指摘
である3）。一方，人権意識や法的思考の観点から，我
が国の民主主義の未成熟さを指摘する見解も見られ
る。例えば，社会生活における自由権と社会権の混同，
人権と権利の区別のあいまいな理解，公権力依存型の
権利感覚などが指摘されている4）。
このような我が国の民主主義の現状認識から，社会
科における政治学習の在り方について考えると，次の
二つの課題を指摘することができる。まず，教科では
西欧型民主主義の枠組みに基づいた授業が行われてい
るが，実際の政治は日本化した「民主主義」的方法に
よる運営が行われているという事実である。このこと
は，政治学習が目標とするモデルを，これまで通り理
想としての西欧型民主主義に求めるのか，それともそ
れに代わる日本的モデルの構築を目指すのかといった
問題になる。次に，自由権と社会権の混同や人権と権
利の区別のあいまいさの指摘は，従来の人権学習の有
効性について根本的に吟味する必要を示唆している。
それは，憲法学習で必ず扱われてきた自由権と社会権
の区別に関する学習が，実際の社会生活では生かされ
ー
ていないことを示唆しているからである。人権学習が
社会生活において有効となるためには，実践的知識を
育成する観点から，民法や社会法などにおける権利と
’義務の具体的な関係を教材として取り上げる工夫が必
要である。
第二は，政治現象そのものを理解す る能力育成の視
点である。経済における資源の配分が市場 システムに
よって行われるように，政治にも固有 のシステムがあ
ることを明確にしたのは，Ｄ. イースト ンである。 彼
によると政治とは，「社会に対する価値の権威的配分」5）
のための体系であり，それは要求・支持などの入力と，
これを出力に変換する過程，及び出力にあたる政策・
行政決定などの要素から構成されてい る。この政治体
系の構成は，政治現象を卜－タルにみる枠組みを提供
しており，政治学習をその社会的有効性の視点から考
えるならば，この枠組みの獲得こそが政治学習の目標
にあたるといえる。この政治体系論の政治学習におけ
る意義については，「４」で考察する。
第三 は，望ましい社会像とその設計能力育成の視点
である。現代社会においては，人 の生活を充足する資
源は，市場を通じた経済のはたらきと，議会を通した
政治の機能によって配分・分配されてい る。　しかし，
今日のように社会問題の解決が公共的に行われ，国民
の福祉要求が増大している社会では，政治のもつ資源
配分機能が増大する傾向にある。 この政治の機能の増
大は，国民 の政治的判断や意思決定のウェイトを高め
ることにつながるが，それは結果的に国民 のもってい
る社会像や政策理解の質の問題になってくる。
政治学習が有効となるためには，社会の在り方の選
択につながる政策の意味や効果，政策手段の相違など
を理解できる能力の育成が必要である。この課題に答
えるためには，経済学の政治的領域に当たる経済政策
や公共選択に関する内容を，積極的に政治学習に導入
すべきであると考える。特に公共選択については，地
域における交通・輸送体系や廃棄物処理システム，公
共施設の建設などの事例が，地域社会の設計にかかわ
る教材として有効である。
第四は，価値の問題である。社会問題にかかわる政
策の選択や，解決方法の問題は価値対立の問題である。
例えば，今日の社会で個人の福祉を公的に保障しよう
とすればするほど，個人の自由な選択 の余地 は少なく
なる。また，結果の平等に配慮した所得保障政策は自
由の余地を低下させる。これらの価値問題の例として，
アメリカ合衆国で1970年頃から実施され議論されたア
ファーマティブ・アクションや，近年 の生命倫理にか
かわる医療資源の配分問題などをあげることができる。
これらの社会問題は，自由や平等，正義などの価値を
２－
めぐって展開されており，これらの問題について意見
を持ち議論できるには，価値に対する基本的な理解と
感覚が必要である。我が国の場合，これらの価値理念
に対する思想的伝統がないため，国際的な問題につい
て欧米諸国と対等に議論することは非常に不得手であ
るといってよい。また，人権学習においても，このよ
うな価値の問題にまで深めることがないならば，人権
意識や人権感覚の育成は不十分なものとなろう。
価値に関する学習指導の問題点として，社会認識過
程における価ｲ直の役割に関する研究の不足，科学性の
重視に傾斜しがちな社会科観，これらに対応した教授
者の価値問題に対する軽視，価値に関する内容明確化
と教材化の方法論の未開拓などがあげられる。最後の
価値内容の明確化と教材化に関しては， 本稿の「５」
でその例をあげる。
第五は参加に関する知識と技能の視点である。政治
学習が本来的な意味で，「国家・社会の形成者」の育
成を目標とするならば，政治過程に対してインプット
を行う方法や技能に関する知識を習得させることが必
要である。現行の政治や経済の学習は，教科書記述を
見る限り，国民がどのような手段で政治参加をなしう
るのか，その方法に関する具体的な記述はあまり見ら
れないといってよい。参加のシステムや方法，手続き
などについて体験も含めて学習させることは，生徒の
政治に対する興味や関心にもっながると考える。
以上，今日の政治社会とのかかわりから，政治学習
の有効性確保のための視点をあげたが，次に，政治学
習改善 のために，専門科学が果たす役割について考察
してみたいＯ
３　専門科学と教科・科目のカリキュラム
一般に，専門科学の内容や方法が，それに関連する
教科・科目のカリキュラムに与える影響としては，次
のようなものがあげられる。
①教科・科目の目標及び内容構成の枠組みを提示す
る機能である。例えば，経済学で提示される「経済」
現象 とは，希少な資源を一定のシステムを通してそれ
を必要としている主体に配分することを指している。
経済学習の目標は，経済学で明らかにされるこのよう
な経済的事象固有の特性が分かることを意味している。
次に，社会科学や専門科学の構成自体が，関連教科・
科目の内容選択や排列基準として用いられる場合があ
る。例えば，アメリカ合衆国のJCEE の経済教科書
は，経済学の内容を基礎にしたカリキュラムの代表例
である6）。
ただ，専門科学の内容や構成が，実際にどのように
教科・科目のカリキュラムに反映されるかは，既に実
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施されているカリキュラムの経験や子供の発達的特性，
社会的要請などに左右され，一義的に確定することは
不可能である。それに，我が国のように政治学や経済
学の知識の「標準化」「教科書化」が進んでいない国
では，専門科学の構成をそのまま，カリキュラム構成
の準拠枠にすることは不可能であろう。
②カリキュラムに盛られている概念を明確化して，
指導内容を実質化する手掛かりを与える役割である。
例えば，「自由・権利，責任・義務」に含まれる四つ
の概念を明らかにしようとすれば，まず関連する法学
や政治学の研究に依拠せざるをえず，それは教科の論
理以前の問題である。そして，そこで明らかにされた
内容の中で，教育的に有効な部分がカリキュラムの内
容に変換されることになる。またこの概念の明確化は，
比較，分類，区分，帰納，演繹などの方法を用いて行
われるが，この分析方法自体が，指導内容を教材化す
る際の方法として有効であることが多い。
③指導内容を他から区分してまとめる根拠や，その
内容を学習することの意味を指示する役割である。 こ
れは，例えば高等学校社会科では，政治と経済をセッ
トにして科目として構成しているが，このことの意味
は，政治や経済固有の機能を説明している政治学や経
済学の知見によって得られるといえる。また，政治学
習における政党や圧力団体，選挙などの学習は，政治
過程における政治的入力に関する学習を意味している
が，ごのことも政治学の知見から与えられる。
④専門科学の研究方法が，指導内容や方法に与える
影響である。例えば，国際政治学で用いられるシミュ
レーションや行動科学におけるゲームの理論 は，社会
科の学習指導法にも応用可能な方法である。
以上，教科・科目のカリキュラムにおける専門科学
の役割を一般的に考察したが，次に政治学の研究成果
の中で，政治学習の観点から有効と考えられる例につ
いて考察してみたい。第一 は政治体系論，第二は近年
の政治哲学研究の成果の活用である。前者は上記①や
③の観点に立つものであり，後者は②の観点に立つ教
材化の例である。
４　政治体系論の視点と政治学習
政治学習が有効となるためには， 政治現象 その も
のを理解する能力 の育成が必要であることは先述した
が，この政治現象 の理解のために有力な枠組みを提供
しているのが政治体系論である。ここでは，Ｄ，イ ー
ストン及びG.  A. アーモンドの政治体系論を取り上げ，
これが政治学習のカリキュラムにどのような示唆を与
えるかについて考察する。
(1)  D. イーストン, G-  A. アーモンドの政治体系論
1940年代後半から1960年代後半にかけてのアメリカ
における政治学研究は，行動科学の方法に基づく政治
学 の科学化が推進された時期にあたる。 Ｄ，イースト
ンの政治体系論 の意義は，「価値理論から区別された
因果理論としての政治学」を意図し，しかも「政治学
の全対象が包摂され，重要な政治的変数とその相互の
関係が示されうるような一般理論の構築」を進めた点
にあるとされる7≒ これに対して, G.  A. アーモンド
の場合は，この政治体系論 の枠組みを前提に，政治体
制の比較を行うための分析枠を提示している点に特色
がある。
＜Ｄ. イーストンの政治体系論＞
Ｄ. イーストンはそれまでの政治研究が個別的， 経
験的でありすぎたことを批判し，政治行動や政治的事
実を分析できる概念的枠組みを，政治の一般理論とし
て提示している。彼は政治生活を，①環境からの政治
体系への入力を意味する要求と支持，②この入力を出
力に転換する政治体系，③政治体系からの出力である
政策を意味する決定と行為，④出力が環境を通じて再
度入力過程に戻るフィードバックの構成要素からなる
動的な過程としてとらえた８）。
<G.  A. アーモンドの政治体系 の構造一機能分析＞
G.  A. アーモンド は，Ｄ. イースト ンの政治体系 の
考え方をより精密なものにし，政治システムの発展や
比較のための分析枠を提起している。彼は，あらゆる
政治システムに共通する機能的要件として，①システ
ムの能力，②入力を出力に転換する機能，③システム
維持と適応機能をあげる。まず①は，次の五つの能力
から構成されている。環境から物的・人的資源をひき
だす抽出能力，社会の構成員の行動に対する規制能力，
財やサービス・名誉・地位・機会などの配分能力，政
治的権威や価値の確認である象徴的能力，入力に対す
る出力を評価する対応能力の五つである。次に②の入
力と出力は，①の中の抽出・規制・配分・象徴の四つ
の能力に対応した形で分化している。例えば，税の問
題 は抽出，市場における競争維持政策など は規制に，
福祉政策は配分に該当する。続いて②の政治的転換機
能は，ａ.利益の表出，b. 利益の政策的集合と結合，
ｃ.政策提案 の権威的ルールへの転換，d. ルールの適
用，ｅ.個別的事例にあたってのルール裁定，f. 政治
的情報の伝達に分けられている。最後に③は政治シス
テムの効率にかかわるもので，政治的社会化と補充が
あげられている9）。
（2 ） 政治体系論が政治学習に示唆するもの
この二人に代表される政治体系論 は， 政治学習に
次のような示唆をもたらすと考える。
①政治学習の目標及び内容を明確化する点である。
４－
Ｄ, イーストンのモデルは，政治的事象 に共通する概
念的枠組みを示しているが，これは同時に政治的事象
を認識する枠組みでもあり，その意味で政治学習の目
標にされてよいと考える。つまり，社会の具体的な政
治的事象の中に，政治的入力－転換一出カ ーフィード
バックの過程を認識できることが政治学習の基本的な
目標にあたると考える。次に，この政治モデルは，経
済などの社会的機能とは異なる政治現象固有のシステ・
ム像を示しており，そのため政治学習 固有 の内容 も，
このシステムモデルを基礎にして明確にされるといえ
る。
②指導内容の選択と排列をチェックする機能である。
政治システム論は，政治的事象を構成する要素を，一
般的であるがもれなく記述しており， その意味で政治
学習のカリキュラムにおける内容選択 の基準を示して
いるといえる。例えば，政治的転換機能に当たる議会
や行政のみの内容で，入力や出力 の要素を除外した構
成では，政治学習としての効果は中途半端なものにな
ると考えられる。また，政治を動的なサイクルとして
認識させるには，内容の排列において，入力過程に当
たる内容を，政治制度や機構の前に学習させる必要が
あるlo）。
③実際の政治的事象を教材化する際の，方法的視点
を提供する機能である。政治的事象を理解させるには，
時事的な問題事例を教材に，調査や作業などを行わせ
る学習が必要である。その場合，事例となる事象を考
察する枠組みとして，上記のG.  A. アーモンドの構造一
機能的方法が参考になる。例えば，消費税の導入問題
についていえば，導入にかかわる政治的入力過程の分
析（ａ.利益の表出），圧力団体・政党 ・議会などに
おける争点の明確化過程の分析 （ｂ，利益 の集合），
政策の法令化と修正過程の分析（ｃ，ルールへの転換），
法令の制定として表 れた出力 内容の入力 との比較 ，
実施後の世論とフィードバック過程の分析などである。
④比較政治の視点である。政治的事象を統一的に見
る視点が与えられることによって，異なる政治制度を
比較する枠組みが与えられることである。政治制度の
比較については，高校「政治・経済」 の学習では，イ
ギリスの議院内閣制やアメリカ合衆国の大統領瓢 及
び我が国の地方自治の政治制度面での比較が中心に行
われている。しかし，個々の国の政治制度を理解する
場合でも，政治制度を政治機能との関連から把握する
視点を持だないと，各国の政治的事象をとらえる能力
には結び付かないと考える。
５　政治哲学の視点と政治学習
次に，近年研究が盛んに行われるようになった政治
哲学や法哲学における規範理論の中から，政治学習で
生かすことのできる例について，教材化の方法も含め
て考えてみたい。
（１） 民主社会の価値原理と政治哲学，法哲学の視点
福田歓一氏は，民主主義を①民主主義の価値原理，
②民主主義の機構原理，③民主主義の方法原理に分け
て整理している11）6これまでの政治学習が概ね②の機
構や制度理解に重点がおかれてきたことを考え ると，
政治学習においては①と③に関する内容をバランスよ
くカリキュラムに位置づけることが必要である。この
中で①の民主主義の価値原理にあたる項目は，中学校
社会科公民的分野の目標や，改訂「現代社会」の「民
主社会の倫理」の「自由・権利と責任・義務」であろ
う。これらの四つの概念については，それ自体抽象的
であり，しかも一般的・日常的な用法に基づく意味も
含んでいるため，その実質的な内容が明らかになりに
くいという性格をもっている。そのため，内容の実質
が拡散し，教材の選択や構成方法があいまいになって，
結果的に十分な指導が行われていないのが実態である
と考える。そこでここでは，「自由」概念を具体化す
る視点を，最近の政治哲学や法哲学の研究に求め，内
容を教材化する手順を考察してみたい。
アメリカ合衆国の政治学研究においては, 1970 年代
になると，脱行動論が唱えられるようになり，政治思
想や政治哲学が注目をあびるようになる。そのきっか
けになったのが，規範的理論の復興として注目を浴び
たＪ．ロールスの『正義論』である12）。 また1977 年に
は，Ｒ，ドゥオーキンの『権利論』が出版され，自由，
平等，正義，権利などの社会的価値規範に対する議論
が盛んに行われるようになった。我が国でも政策論と
のかかわり，福祉国家論とのかかわり，生命倫理との
かかわりなど，広い範囲で価値問題について数多くの
論文や著作が発表されるようになった。ここでは，国
家・社会 一個人の関係の在り方の問題として，法哲学
や私法，刑事法などの領域で議論されている自由とパ
ターナリズムの問題を取り上げ，民主主義の価値原理
の扱いについて考察する。
（２） 民主主義の価値原理一一自由とパターナリズム
政治哲学や法哲学で，パターナリズムの問題が取り
上げられるようになった背景には，次のような事情が
ある。現代社会においては「生活のよりよさ」を意味
する「福祉」の価値がいわば公理となり，そのため個
人の幸福を目的にした社会制度が高度に発達してきて
いる。そこでは，安全や健康の確保といった福祉目標
に沿った政策が，国家によって公的に行われるように
なっている。　しかし，このような公的政策自体が，個
人の自由への国家の介入にあたるのではないかという
５－
主張もなされるようになり，福祉国家における自由 の
在り方について議論が行われるようになったのである。
ここでの自由とは, J.  s. ミルが『自由論』で述べ
た危害原則をあげるのが一般的である。 これは，個人
の行為に対する国家や社会の干渉が許されるのは，他
人への危害の防止の目的のためだけであるとするもの
であり，言い換えると他人に迷惑を及ぼす以外の行為
において，個人の自由は絶対だとするものであ る13）。
これに対してパターナリズムとは，当該の人自身の幸
福や利益を増すという理由で正当化される，人 の行為
への介入や干渉と一般に定義されている1‰
自由とパターナリズムの問題を，価値原理の教材と
して取り上げる利点や有効性については，次の三点を
あげることができる。①介入や干渉の目的やその正当
性について考えさせることを通じて，法的な思考の一
端に触れさせることができること。②介入や干渉の対
象となる当該行為が，どのような社会的関係の中にお
かれているか，また，私的行為と公共 の利益との関係
について考えさせることができること，③内容が論争
的な性格を もっており，そこから価値問題への関心を
喚起することができること。
教材を構成していく際の観点としては，次の四点が
必要である。①介入や干渉（規制）の主体と客体は誰
か，②介入や干渉によってえられる利益，それをしな
いことによって失われる損失の種類は何か（利益と損
失の種類と比較），③介入や干渉の是非をめぐる論点
は何か（正当性，論理的根拠），④当該行為をめぐっ
ての社会的関係の性格はどのようなものか（社会的関
係）。
（３） 自由とパターナリズムの教材化
次に，これらの四点を具体的な教材例について考え
ると以下のようになる气
＜自動車乗車時のシートベルトの着用義務付けの例＞
①主体と客体　主体は国家または地方公共団体，客
体は運転者である
②利益と損失　生命の損失や負傷などの不可逆的な
損失の側面，事故現場における他の車両への加害行為
や事故処理費用の公的負担の問題，医療面での経済的
な自己負担や，福祉制度を通じての不特定多数の他者
への負担の転嫁，などがあげられる。具体的にはそれ
ぞれ，生命の損失，事故発生時の他の車両への危害発
生，公的に支出される事故処理費用，事故による負傷
への治療費の自己負担，健康保険制度・損害保険制度
を通じての他の加入者への負担，事故による障害に対
しての福祉費用の公的負担などとなる。
③正当性と根拠　介入の正当性の理由づけ：シート
ベルトの着用行為自体の不便さは軽微なものであるこ
と，自由の侵害といってもわずかなものであ ること，
事故の結果は公的負担を増大させること。介入を否定
する理由づけ：シートベルトの着用行為は運転者の保
護のみを目的にしたものであり，公共的目的をまった
く持たないなどである16）。
④社会的関係　 交通事故 はそもそも私的な場面で発
生するが，これが今日の社会では結果的にどのような
社会的関係の中におかれることになるのか，この点を
考えさせる点にポイントがある。具体的には事故に関
係する医療制度，保険制度，社会保障制度などの学習
を通じて，私性と公共性のかかわりを考えさせる。
授業の展開としては，次のような段階を踏むのが適
当である。①道路交通法等の資料による事実の確認，
②訴訟などで争われた争点の確認， ③両者の正当性の
根拠づけとその妥当性に対する議論，④交通事故及び
それにかかわる医療・保険制度などの役割の理解，⑤
私的行為が社会制度を通じてどのように公共性とかか
わっているかの理解。
（４） 価値原理教材化の手順
以上，価ｲ直原理の教材化の具体例について考察した
が，抽象的な価値原理を教材として具体化するために
は，次のような手順が必要である。
①　政治哲学，法哲学などの文献に基づく価値内容の
明確化（上記 の例で は, J.  s バ ルの自由論や, パ
’ターナリズムの研究に該当）。
②　①の作業過程における，教材構成に有益な視点の
抽出（上記（3）の教材構成の四つの観点にあたる）。
③　実定法学や裁判事例を参考にした争点の明確化と
正当化論理の抽出。
④　具体的事例に即した教材の構成。
６　おわりに
本稿では，これからの政治学習は，たんに憲法学習
にとどまることなく，政治的事象そのものに対する判
断力を育成する必要があるとの認識から，政治学の動
向を手掛かりにその改善の方向を擽った。政治学習と
政治学の関連についての研究は，経済学習のそれと比
較すると，非常に遅れているといっても過言でない。
今後の課題としては，政治学習の目標，内容をより明
確にする観点から，政治学研究の成果を整理する必要
があると考える。特に，政治学習の目標論にかかわる
政治的知識や認識・判断の性格に関する研究は未開拓
の分野であり，今後の課題であると考える17)。
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